平成24年度第６回　大阪府青少年健全育成審議会特別部会　議事概要

■日　時　　平成25年３月26日（火）午後1時30分～午後2時30分

■場　所　　ドーンセンター4階研修室

■出席者　　桑子委員、曽我部委員、園田委員（部会長）、野口委員、山本委員
（五十音順）
　　　　　　
■内　容
事務局　　ただいまから、平成２４年度大阪府青少年健全育成審議会第６回特別部会を開催させていただきます。委員の皆様方には、お忙しい中、ご出席をいただきまして、ありがとうございます。本日、ご出席の委員は６名中５名の出席をいただいておりますので、大阪府青少年健全育成審議会規則第５条第２項の規定により、会議は成立しておりますことをご報告いたします。本日の資料は、次第と資料１をお配りしています。
それでは、園田部会長よろしくお願いします。

部会長　　年度末のお忙しい時期にお集まりいただき、ありがとうございます。皆様方のご協力を得ながら進めてまいりたいと思いますので、どうかよろしくお願いします。
今回は、事前に皆様方に照会させていただいた報告書をとりまとめる予定でしたが、先日、単純所持を処罰する児童ポルノ法の改正案を、自民・公明両党が新たに今国会にも提出する旨の報道が一部あったことから、ここで拙速に結論を出すのではなく、国の法改正の動向を踏まえて、報告書をまとめることとし、今日のところは、年度末ということもあり、これまでの５ヶ月間にわたる特別部会における審議内容をまとめ、後ほど開催する審議会総会に審議状況を報告するという形にしたいと思っていますが、いかがでしょうか。

委　員　　異議なし

部会長　　それでは、資料１の「審議状況について」をご覧ください。簡単に事務局から説明をお願いできますか。

事務局　　資料１について簡単に説明させていただきます。「子どもの性的虐待の記録」への新たな対応策について、まず、「子どもの性的虐待の記録」を取り巻く状況ですが、前回の平成23年３月大阪府青少年健全育成条例改正の概要についてですが、現行の児童ポルノ法は、児童ポルノを見る側の価値判断から定義しており、性的搾取・虐待が明らかな記録物であっても児童ポルノに該当しない等、被写体となる子どもの保護の点で不十分な面があるため、大阪府では「子どもの性的虐待の記録」という新しい概念を構築し、これを製造、販売、所持しない努力義務を設けることで、より子どもの保護に資することとしました。
　　　　　その際、罰則については「子どもの性的虐待の記録」の定義が広範囲であり、罪刑法定主義の観点から課題があることから、直ちに罰則を設けることはせず、まずは府民に対してメッセージを発し、警鐘を鳴らすこととしました。

次の、児童ポルノ事犯による被害児童の状況については、全国、大阪府ともに検挙件数が平成24年過去最多を記録する一方で、被害児童数は全国においては平成23年から、大阪府においては平成24年から減少しています。

ジュニアアイドル誌の状況については、平成23年３月の条例改正前と比較すると総じて性表現は抑えられており、一部に水着や下着姿で陰部やでん部を描写するものも見受けられるが、子どもの性的虐待の記録として条例に基づき指導・助言したものはない状況です。

インターネット上の流通状況については、インターネット・ホットラインセンターに通報のあった違法情報のうち児童ポルノに関する件数は平成23年から減少しています。その一方で、児童ポルノ愛好者間での隠語の使用やプロバイダ等のサーバーを介さずに大容量の画像を共有できるファイル共有ソフトを使用した画像のやりとりが散見されるようになっています。

　　　　　次に児童ポルノ法と児童ポルノ対策及び他府県の状況についてです。
児童ポルノ法では、児童ポルノの提供や製造、提供目的による所持、運搬等を処罰対象としているが、児童ポルノを単に取得・所持することは処罰対象としていません。こうした取得・所持側に対して、児童ポルノの流通に歯止めをかけるために規制すべきとの観点から、自民・公明両党と民主党から改正案がそれぞれ国会に提出され議論がなされてきたが、法律改正に至らないまま、昨年末の衆議院総選挙により両改正案は廃案となりました。今年３月に、自民、公明両党は単純所持を処罰の対象にする改正案を今国会に提出する方向で調整を進めている旨の報道がありました。

児童ポルノ対策について、国においては、平成22年７月に児童ポルノ排除総合対策を取りまとめ、その中でインターネット・サービス・プロバイダ事業者等による閲覧防止措置（ブロッキング）が盛り込まれています。プロバイダ事業者等は平成23年４月から一般社団法人インターネットコンテンツセーフティ協会から提供される児童ポルノ掲載アドレスリストに基づき、児童ポルノサイトの閲覧を強制遮断するブロッキングを自主的に実施する対策を講じています。
ファイル共有ソフトを悪用した児童ポルノの流通についてはブロッキングでは防止できないため、これらに対応する新たな対策として、警告メールを送信する等の流通防止対策が、一部の地域でモデル事例として実施され始めています。

他府県の状況については、奈良県では平成17年７月に条例が制定され、児童ポルノ法第２条第３項第１号～３号に規定する児童ポルノのうち、13歳未満の児童が被写体となった画像等を正当な理由なく所持、保管することを禁止し、違反した場合、30万円以下の罰金となっています。
京都府では、平成23年10月に条例が制定され、児童ポルノ法第２条第３項第１号～３号に規定する児童ポルノを正当な理由なく所持、保管することを禁止し、そのうち、１号と２号及び３号の一部について、所持、保管する者への廃棄（消去）を命じることができます。違反した場合は30万円以下の罰金で、京都府職員は必要があれば立入調査することができます。
そのうち、１号と２号に規定する児童ポルノのうち13歳未満の児童が被写体となった画像等を有償取得した者は１年以下の懲役又は50万円以下の罰金。
栃木県では今年３月に条例が制定され、１号～３号に規定する児童ポルノのうち13歳未満の児童が被写体となった画像等を正当な理由なく所持、保管することを禁止しています。公安委員会は、それら画像等を所持・保管する者に対して廃棄・消去を命じることができ、違反した者には罰則を科し、また、必要がある場合は、警察官に立入調査をさせることができます。

次に特別部会における審議についてです。児童ポルノ法との整理として、条例制定権の整理をしております。児童ポルノ法は附則において、法律が規制する行為と重複するものについて条例で規制することを認めていないが、法律が規制していない部分については、自治体が独自に条例により規制することは可能であると考えられます。

保護法益の整理について、児童ポルノ法の保護法益は、基本的には被写体となる児童を保護するという個人的保護法益ではあるが、社会的保護法益も二次的法益としてあげられます。一方、大阪府青少年健全育成条例の保護法益は、基本的には青少年を取り巻く社会環境の整備という社会的保護法益であるが、「淫行罪」に関する規定と同様に子どもを守るという個人的保護法益が全面に出る部分もあるので、両者の保護法益には大きな相違はないという整理をしております。

立法事実と新たな対策の必要性について、この問題は全国共通であり大阪府に限定した問題ではありません。本来、地域特有の個別の事情がない場合は、条例ではなく国において法律により全国統一的な対策を講じるべきものです。しかし、法律によるさらなる対応が進まないのであれば、大阪府においても府として取り得る対策についてさらに検討するべきということです。

そこで、有効な対策についてですが、取得・所持側への対策、製造・提供側への対策、そしてインターネットへの対策の三つの観点から大阪府として取り得る対策について検討を行ってきました。
まず、取得・所持側への有効な対策として、「直罰規定の設定」、「廃棄命令・指導」、「禁止規定の設定」という大きく三つの手法について議論を深めていただきました。

直罰規定については、13歳未満の児童を被写体とした記録物の有償取得に限定して直罰規定を設ける必要があるのではないかとの観点も踏まえながら、検討を行っていただきました。罰則規定を設ける場合には、明確性の原則から、処罰対象となる行為を限定し明らかにする必要があり、現在全国一律に運用されている児童ポルノ法の定義に準拠せざるを得ないということでした。しかし、大阪府では、児童ポルノ法とは異なる観点から「子どもの性的虐待の記録」の概念を構築したばかりであり、罰則を科すために、児童ポルノ法に戻ってその定義を活用することについては慎重にならざるを得ないということでした。
そもそも性的な問題は個人の嗜好に関わることであり、基本的には法律でこれらの領域に制約をかけるべきではないという近代法の原則があります。現行の児童ポルノ法においては、個人的領域の侵害より子どもを守るという保護法益が優先するとは明確にされていないところです。法律が具体的な法益侵害を認めていない状況において、条例で取得・所持側に罰則を科すことについては課題が大きいと考えられます。
児童ポルノは、現在インターネット上を主流に流通しており、大阪府という一地域の条例で規制を行っても、それが製造・販売側に負のインセンティブを与え、膨大な流通を抑制する効果は極めて限定的であると言わざるを得ません。さらに、府民が取得した記録物の被写体が大阪府内の子どもである可能性も低く、大阪の子どもの保護に資するという観点からも効果が疑問です。
これらの事由から、条例で直罰規定を設けることについては検討すべき課題がなお多く、法律において解決を図るべき問題であると考えるということです。

廃棄命令・指導については、個人情報保護の観点から課題があり、加えて記録物すべてを完全に廃棄処分したことの確認の困難さなど、実効性の点で問題が多いと考えられます。

禁止規定については、直罰規定や廃棄命令以外で現行の努力義務規定を一歩進める方策として、禁止規定が考えられます。なお、その際、第39条第１項のうち第７号のジュニアアイドル誌は、「13歳以上18歳未満の青少年の同意を得ず、青少年を威迫し、欺き、若しくは困惑させて」という事情が記録物から判断できない場合があるので、その点に配慮しないと規制の範囲が広がる懸念があるとの意見が出されましたが、刑罰を科すものではないため、啓発効果を期待する意味で第７号についても禁止対象の範囲に含めることは問題がないと考えられます。

次に製造・提供側への有効な対策として、前述のとおり、児童ポルノ法で規制していない部分について、条例で規制を行うべきか否かなどについて議論を深めていただいております。
「子どもの性的虐待の記録」のうち、児童ポルノには該当しないものは、①着衣の上からのわいせつ行為を記録した記録物、②水着や下着等を着用した状態で陰部・でん部を強調した姿態をとらせた記録物の二つに類型化されますが、これらに該当する事例も限られており、罰則を設ける必要性がどこまであるのか疑問だということです。加えて、罪刑法定主義の明確性の原則から処罰対象の明確化が必要であるが、その確保は容易でなく、直罰等の罰則規定を設けることは適当ではないということです。

次にインターネット対策としまして、国によるブロッキング対策が開始されて以降、インターネット上の児童ポルノは、減少傾向にあります。グローバル空間というインターネットの特質上、大阪府だけでシステム上の対策を講じることは現実的ではありません。このため、大阪府としては、受信側の自衛措置を促す取組みを進めることが肝要です。そのために、フィルタリングサービスの利用促進や情報リテラシー教育の充実など、関係機関と連携した取組みを進めることが大切です。

今後についてですが、地域立法である条例で直罰規定等を設けることについては、課題が多いことが明らかになりました。現行の努力義務規定を強化し、禁止規定に改める方策も考えられるが、本来は、国の法律において全国統一的な対策を講じるべき問題です。今回、新たに自民・公明両党が児童ポルノの取得側への規制を盛り込んだ改正案を今国会にも提出する旨の報道が一部あったことから、特別部会としては、その動向を注視し、その上で改めて報告をまとめることとしたい、というようにまとめています。
 
薬物の使用等を助長する図書類等への対応策についてについてご説明いたします。
脱法ハーブをとりまく府内の状況として、大阪府警に報告のあった脱法ハーブ使用により病院搬送された人数は平成23年に24人だったのが、平成24年には46人になっています。18歳未満の青少年については、平成23年に０人だったのが平成24年には２人になっています。
また、府内の脱法ハーブ販売店は平成24年３月末に73店舗だったのが同年12月末には39店舗、平成25年２月末には34店舗に減少しています。

脱法ハーブ対策の状況として、大阪府は、薬物が濫用され被害が深刻化している状況を踏まえ、薬物の濫用を防止するために、薬事法が禁止する指定薬物とは別に、府内において濫用のおそれがある薬物を知事が指定し、製造・栽培・販売・所持・使用等を禁止する「大阪府薬物の濫用の防止に関する条例」を平成24年12月に施行しています。
　　　　　また、国においても薬事法に規定する指定薬物を包括指定する省令を公布し、平成25年３月に施行しています。これにより、指定薬物数は851物質となり、従来の92物質から大幅に増加し、これらの物質を含む製品の製造、輸入、販売等が原則禁止されます。

薬物の使用等を助長する図書類の状況としては、薬物を摂取した場合の効用や薬物の吸引方法、薬物の栽培方法等を解説する図書については、府内の書店等を通じて購入できる状況にあります。他府県では、これらの図書を青少年の健全育成に有害な図書として指定している事例があり、平成25年３月現在、19都府県が43冊の本を有害図書指定しています。大阪府において、他都府県が指定した43冊の図書について、府内の大型書店等30店舗で陳列販売の状況を調査したところ、６店舗で11冊を確認しました。これら書店からの聞き取りによると青少年による購買実績はほとんどないことが確認されております。

特別部会における審議として、有害図書指定の必要性について過去の審議会での指定状況や検討内容等を確認しました。これまで、条例第13条の第１項第３号の「青少年の犯罪を著しく誘発するおそれ」の基準に基づき検討はされたものの、当該図書が著しく犯罪を誘発するとまでの因果関係が見受けられない等の理由から指定に至った実績はありません。
　　　　　また、有害図書指定は、実際上は18歳以上に対しても規制につながるおそれが高いため、結果的に表現の自由を広く制約する懸念もあります。そのため、青少年に閲覧させない措置の必要性が高くないのであれば、むやみに有害図書指定することによって表現規制をするべきではありません。
各委員からも、青少年は図書よりも仲間から誘われたりインターネットで情報を入手する事例がほとんどであり、また、図書を読んだことで薬物濫用等の犯罪に手を染めるという事実も確認されていない等の意見が出されました。
[bookmark: _GoBack]以上のことから、今回、議論の対象となっている図書については、青少年がほとんど購入していないということ及び犯罪誘発と図書との因果関係が不明なこと、脱法ハーブ自体に対する規制の強化等の実態を踏まえると、有害図書指定する必要性は低いと考えられるとまとめています。
　
次にインターネット対策の状況として、インターネット・ホットラインセンターに対して通報のあった違法情報のうち、違法薬物に関する件数は、平成23年に比べ平成24年は減少しています。
大阪府におけるインターネット対策としては、「子どもの性的虐待の記録」と同様に、大阪府でできることは基本的には受信側の自衛措置を促す取組みを進めることです。具体策としては、フィルタリングサービスの利用促進や情報リテラシー教育の充実などがあげられます。

今後については、実態を踏まえると、今のところは有害図書指定する必要性は低いと考えられます。ただし、青少年が脱法ハーブ等の薬物に関する情報を得て、興味本位で薬物に手を出す可能性は否定できないため、今後一層の薬物濫用防止に向けた啓発や青少年を薬物に近づけない取り組みが重要であるというようにまとめています。

部会長　　ありがとうございました。事務局の方から資料1について説明をしていただきましたが、これについてご意見、ご質問はございますか。

委　員　　11ページの上から3行目の、「違法薬物に関する件数は、平成23年に比べ平成24年は減少している。」というところですが、表の網掛け部分（薬物犯罪・規制薬物の部分）の総数は減少していますが、「うち犯罪の実行又は濫用をあおるもの」という悪質なものはむしろ増えていますね。

事務局　　はい。最終的には下半期もいれたデータを入れて、表現も調整させていただきたいと思います。

部会長　　他にご意見はありませんか。
ないようですので、資料1は修正せずにこの内容のまま総会で私が報告させていただきます。説明に不十分な部分があれば、先生方にも補足していただきたいと思います。また、質問があった場合には、それぞれのご専門の分野でコメントをお出しいただければありがたいです。

委　員　　罪刑法定主義や保護法益というような法律用語が資料１には多く入っていますが、審議会の委員にはPTA役員や業界団体等、法律家以外の人もいるので、法律用語に関しては少し追加説明があればいいのではないでしょうか。

部会長　　そうですね。少し補いながら説明していきたいと思います。

委　員　　もう一つは、他の都道府県の例が3つ出ているのですが、実際にこの条例を適用して取締りを行ったということはあるのですか。

部会長　　新聞報道では、京都府は昨年、書類送検した事例があります。また、記録物の廃棄の指導を京都府職員が行い、目の前ではさみを入れさせたという事例も報道されてました。
奈良県の場合はどうでしょうか。

事務局　　何件か検挙されているようです。

部会長　　そうですか。ほかに意見やご質問はありませんか。それでは事務局に進行をお返しします。

事務局　　園田部会長どうもありがとうございました。委員の皆様には長時間にわたりご審議いただきまして誠にありがとうございました。これをもちまして、大阪府青少年健全育成審議会第６回特別部会を終了いたします。
この後、会場を５階の大会議室２に移して、引き続き、総会を開催しますので、よろしくお願いします。傍聴者におかれましては、ご退席いただきますようお願いいたします。
なお、総会の傍聴については、午後２時４０分から受付を開始し、会場への入場は２時５５分となります。よろしくお願いいたします。
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